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明 細 書

発明の名称 ：スクライブ方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、太陽電池サブモジュールの製造に利用されるスクライプ方法に

関 し、特 に、長期 に亘 り安定 したスクライプが可能であるとともに、用い ら

れる刃の寿命 を長寿命化できるスクライプ方法に関する。

背景技術

[0002] 現在、太陽電池の研究が盛んに行われている。太陽電池は、光吸収 により

電流を発生する半導体の光電変換層を裏面電極 と透明電極 とで挟んだ積層構

造を有する太陽電池セルが絶縁性基板上に多数直列に接続 されて構成 されて

いる。

太陽電池 と しては、光電変換層にカル コパイライ ト系のC u I n S e 2 ( C

I S ) 、 C u ( l n ，G a ) S e 2 (以下、単にC I G S ともいう）を用いた

ものが検討されている。 C I G S 膜 を光電変換層に用いた太陽電池は、効率

が比較的高 く、光吸収率が高いため薄膜化できることか ら、盛んに研究され

ている。

[0003] 従来の太陽電池は、例えば、図 9 ( a ) に示す構成のものが知 られてお り

、以下に示す集積化工程 を経て集積化構造 とされる。

図 9 ( a ) に示す太陽電池 1 0 0 においては、絶縁性基板 1 1 0 の表面に

、例えば、第 1 の分離溝 P 1 が形成 されて互いに分離 されたM o 層か らなる

裏面電極 1 1 2 が形成 されている。

第 1 の分離溝 P 1 および裏面電極 1 1 2 を覆 うように、 C I G S 層か らな

る光電変換層 1 1 4 が形成 されている。 この光電変換層 1 1 4 上 に、 C d S

層か らなるバ ッファ層 1 1 6 が形成 されている。

[0004] 第 1 の分離溝 P 1 とは異なる位置に、 メカニカルスクライプにより、バ ッ

ファ層 1 1 6 か ら裏面電極 1 1 2 に達する第 2 の分離溝 P 2 が形成 されてい

る。 この第 2 の分離溝 P 2 により、光電変換層 1 1 4 およびバ ッファ層 1 1



6 が分割されている。

[0005] ノく' ッファ層 1 1 6 を覆い、かつ第 2 の分離溝 P 2 を埋めるようにして、 A

Z O ( A I 20 3 ： Z n 0 ) からなる透明電極 1 1 8 が形成されている。第 1 の

分離溝 P 1 および第 2 の分離溝 P 2 とは異なる位置に、透明電極 1 1 8 から

裏面電極 1 1 2 に達する第 3 の分離溝 P 3 が、例えば、メカ二カルスクライ

プにより形成されている。

第 3 の分離溝 P 3 により分離された裏面電極 1 1 2 、光電変換層 1 1 4 、

ノくッ ファ層 1 1 6 および透明電極 1 1 8 により、太陽電池セル 1 2 0 が構成

される。

太陽電池セル 1 2 0 は、例えば、図 9 ( b ) に示すように、絶縁性基板 1

0 の幅方向Wに長 く伸びるように形成されている。また、太陽電池セル 1

2 0 は、縁性基板 1 1 0 の長手方向 L において隣接する太陽電池セル 1 2 0

と直列に接続されている。

第 1 の分離溝 P 1、第 2 の分離溝 P 2 、第 3 の分離溝 P 3 は、それぞれ幅

が約 3 0 ~ 6 0 mの微細な溝である。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 4 _ 1 5 3 5 6 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 上述のように、従来の太陽電池 1 0 0 の集積化プロセスでは、約 3 0 ~ 6

0 mの微細な溝を形成するためにメカ二カルスクライプ装置を使用 して加

ェ している。

図 1 0 ( a ) に示すように、刃先 1 3 0 が新 しい場合を用いて被加工物 B

をスクライプする場合、すなわち、新刃の場合には、図 1 1 ( a ) に示すよ

うに、正常なスクライプが可能であり、正常なスクライプ領域 1 4 0 が得 ら

れ、所定のスクライプ溝が形成される。



[0008] しか し、新刃時等に刃先のエ ッジ部分 1 3 4 を使用すると、次の様な問題

が生 じる。新刃のエ ッジ部分 1 3 4 は初期磨耗が著 しく、図 1 0 ( b ) に示

すように面取部 1 3 2 が形成 され、それに伴 う接触面積の増加による面圧低

下が起 こる。 これにより、ス リップが発生 してスクライプ溝の形成不良が発

生する。 このスクライプ溝の形成不良の発生を抑制するために、荷重 コン ト

ロールのメンテナンスが必要 とな り、スクライプの稼動に影響が及ぶ。 これ

を解決するために、従来、特許文献 1 に示すスクライプ装置が提案されてい

る。

[0009] 特許文献 1 には、筒体の先方が所定のテ一パ角度 をもって先細 りにな り、

その先細 りの先端が平坦になった刃を所定の圧力をもって被加工面のスクラ

ィプ箇所に垂直に押 し付けて、その刃を被加工面に沿 って移動させることに

よってスクライプ加工を施す手段 と、刃の先端の平坦部分の大 きさを測定す

る手段 と、その測定された平坦部分の大 きさに応 じて刃の押圧力を制御する

手段 とによって構成 されたメカ二カルスクライプ装置が開示されている。刃

の先端の平坦部分の大 きさを測定する手段は、 カメラ部 をそなえ、そのカメ

ラ部 により刃先端の平坦部分の大 きさを測定するように している。 このよう

に、特許文献 1 では、 カメラで先端部 を観察 して刃の押圧力を制御 している

[001 0] 特許文献 1 にも開示されているように、初期磨耗が発生 した状態で、刃の

押圧をコン トロール した場合、刃先の面積が大 きくなると対応する荷重も大

きくなる。 しか し、荷重が大 きくなると従来の太陽電池 1 0 0 の絶縁性基板

0 に変形等の影響が生 じ、図 1 1 ( b ) に示すように、異常スクライプ

領域 1 4 2 が散発 して発生する。一方、荷重を下げると、図 1 1 ( c ) に示

すように、スクライプ開始初期 にス リップ領域 1 4 4 が発生 して、加工不良

を起 して しまうという問題がある。

このように、従来のスクライプ方法では、新刃の状態か ら長期 に亘 り安定

したスクライプができないのが現状である。

[001 1] 本発明の目的は、前記従来技術 に基づ く問題点を解消 し、長期 に亘 り安定



したスクライプが可能であるスクライプ方法 を提供することにある。

課題を解決するための手段

[00 12 ] 上記 目的を達成するために、本発明は、被加工物 に刃先 を規定角度で押 し

当てて、規定角度 を保 った状態で刃先 を所定のスクライプ方向に移動 させて

被加工物 に溝 を形成するスクライプ工程 を有 し、刃先の先端部 は、予めェ一

ジングするか、 または面取 り加工 を施す ことによ り面取 りされていることを

特徴 とするスクライプ方法 を提供するものである。

[00 13 ] スクライプ工程の前 に、刃先 を用いて被加工物の溝形成開始位置 に切 り込

みを形成する切込形成工程 を有 し、切 り込みを形成 した後、刃先 を被加工物

か ら離間させた後、 スクライプ工程 に移行することが好 ま しい。

また、切込形成工程 は、 スクライプ工程での刃先の角度 よ りもスクライプ

方向側 に傾 けて溝形成開始位置 に切 り込みを形成することが好 ま しい。

[00 14 ] 例 えば、刃先の先端部の面取 り量は、 5 m ~ 5 0 m である。

また、例 えば、 スクライプ工程での刃先の角度 は、 6 0 ° 以上 9 0 ° 未満

である。 さ らには、例 えば、切込形成工程 において刃先 をスクライプ方向側

に傾 ける角度 は、 5 ° ~ 1 0 ° である。

発明の効果

[001 5] 本発明によれば、刃先の先端部 を、予めエージング、 または面取 り加工 に

よって面取 りすることによ り、長期 に亘 り安定 したスクライプが可能である

。 また、初期摩耗 によ り発生するス リップが抑制 され、溝の品質の悪化、 そ

れに伴 う条件設定の変更 と稼働 ロスも削減することがで きる。

さ らには、溝形成開始位置 に切 り込みを形成することによ り、低荷重で溝

を形成することがで きる。 これによ り、刃先の摩耗、 および刃先の欠け等の

損傷 を抑制することがで き、ひいては刃先の長寿命化 を図ることがで きる。

図面の簡単な説明

[00 16 ] [ 図 1 ] 本発明の実施形態のスクライプ方法 を用いて形成 される太陽電池モジュ

ールの一例 を示す模式的断面図である。

[ 図 2 ] ( a ) ~ ( g ) は、本発明の実施形態のスクライプ方法 を用いて形成 さ



れ る太陽電池 モジ ュール の製造方法 を工程順 に示 す模 式的断面 図であ る。

[ 図3] ( a ) 、 （b ) は、 それ ぞれ本発 明の実施形態 のス クライ プ方法 の一例

を示 す模 式図であ る。

[ 図4 ] ( a ) は、 刃先 の初期摩耗量 とス クライ プ距離 との関係 を示 す グラフで

あ り、 （b ) は、 刃先面積 とス クライ プ距離 との関係 を示 す グラフであ り、

( c ) は、 刃先荷重 とス クライ プ距離 との関係 を示 す グラフであ る。

[ 図5] 刃先 の摩耗量 を説 明す るための模 式図であ る。

[ 図6] 本発 明の実施形態 のス クライ プ方法 を示 す模 式的斜視 図であ る。

[ 図7] ( a ) 、 （b ) は、本発 明の実施形態 のス クライ プ方法 を工程順 に示 す

模 式的平面 図であ る。

[ 図8] ( a ) 、 （b ) は、 それ ぞれ本発 明の実施形態 のス クライ プ方法 の他 の

例 を示 す模 式図であ る。

[ 図9] ( a ) は、従来 の太陽電池 を示 す模 式的断面 図であ り、 （b ) は、従来

の太陽電池 を示 す模 式的平面 図であ る。

[ 図 10] ( a ) 、 （b ) は、 それ ぞれ従来 のス クライ プ方法 を示 す模 式図であ

る。

[ 図 11] ( a ) 〜 ( c ) は、 ス クライ プ方法 で得 られ る溝 の形態 を示 す模 式図

であ る。

発明を実施するための形態

[001 7 ] 以 下、添付 の図面 に示 す好適実施形態 に基 づいて、本発 明のス クライ プ方

法 を詳細 に説 明す る。

図 1 は、本発 明の実施形態 のス クライ プ方法 を用 いて形成 され る太陽電池

モジ ュール の一例 を示 す模 式的断面 図であ る。 図 2 ( a ) 〜 ( g ) は、 本発

明の実施形態 のス クライ プ方法 を用 いて形成 され る太陽電池 モジ ユール の製

造方法 を工程順 に示 す模 式的断面 図であ る。 図 3 ( a ) 、 （b ) は、 それ ぞ

れ本発 明の実施形態 のス クライ プ方法 の一例 を示 す模 式図であ る。

[001 8] 本 実施形態 のス クライ プ方法 を用 いて、例 えば、 図 1 に示 す太陽電池 モジ

ユール 3 0 を形成 す る ことがで きる。



まず、図 1 に示す太陽電池モジュール 3 0 について説明する。太陽電池モ

ジュール 3 0 は、光電変換素子である太陽電池セル 4 0 が直列に接合 された

集積構造体である。

太陽電池モジュール 3 0 は、絶縁性基板 1 0 (以下、単 に基板 1 0 という

) と、 この基板 1 0 の表面 1 0 a に形成 され、基板 1 0 の長手方向 L におい

て電気的に直列に接続 された複数の太陽電池セル 4 0 、複数の太陽電池セル

4 0 の一方 に接続 される第 1 の導電部材 4 2 、 およびその他方 に接続 される

第 2 の導電部材 4 4 を有する。

なお、太陽電池セル 4 0 、第 1 の導電部材 4 2 および第 2 の導電部材 4 4

は、従来の太陽電池 1 0 0 (図 9 ( b ) 参照） と同様 に、基板 1 0 の長手方

向 L と直交する幅方向W に長 く伸びた構成である。

[001 9] 本実施形態の基板 1 0 は、太陽電池モジュール 3 0 を製造する際に、光電

変換層 3 4 の形成時に 4 0 0 °C を超 えるような高温 に曝されることがあ り、

この高温 に曝されても所定の強度 を保持するものが用い られる。基板 1 0 に

は、例 えば、 ソ一ダライムガラス、高歪点ガラス、 または無 アル カ リガラス

が用い られる。 また、基板 1 0 に、樹脂基板、 または金属基板の表面 に電気

絶縁層が形成 された絶縁層付基板 を用いることもで きる。

基板 1 0 には、陽極酸化処理 されたアル ミニウム板 を用いることもで きる

。 また、陽極酸化処理 されたアル ミニウム板 にステ ンレス鋼板 を貼 り合わせ

たものを基板 1 0 に用いることがで きる。 さ らには、陽極酸化処理 されたァ

ル ミニゥ厶板の陽極酸化膜 にモ リプデ ンがコ一テ ィングされたものを基板 1

0 に用いることがで きる。

この他、基板 1 0 には、ポ リイミ ドを用いることもで きる。 また、基板 1

0 に、ポ リイミ ド基材 にモ リプデ ンがコーテ ィングされたものを用いること

もで きる。なお、上述のようにモ リプデ ンがコーテ ィングされた基板 を用い

る場合、 コ一テ ィングされたモ リプデ ンが裏面電極 となる。

[0020] 基板 1 0 には、金属基板の表面 に電気絶縁層が形成 された絶縁層付基板 を

用いることもで きる。 この絶縁層付基板 と しては、例 えば、厚 さが 3 0 0



の 」 1 3 1 N 9 9 材 （純度 9 9 . 9 9 質量％) を陽極酸化処理 して、厚

さが 5 mのポーラス構造の陽極酸化膜が形成 されたものを用いることがで

きる。

陽極酸化処理 と しては、例えば、電解浴 と して、濃度が 1 m o I / L 、温

度 5 5 °C のシユウ酸水溶液 を用い、電解浴中で、電圧 4 0 V の定電圧条件で

5 分間電解処理がなされる。なお、陽極酸化処理中、電流密度は、特 に制御

しなかったが陽極酸化処理中の平均値で約 1 0 A / d m 2であった。

なお、陽極酸化処理 には、例えば、冷却装置 と して、 N e o C o o l B D

3 6 (ャマ ト科学社製）、撹拌加温装置 と して、ペアスターラ一 P S — 1 0

0 ( E Y E L A 社製）、電源 と して、 G P 0 6 5 0 _ 2 R (高砂製作所社製

) を用いることができる。

[0021 ] 本実施形態の基板 1 0 は、例えば、平板状であ り、その形状および大 きさ

等は適用される太陽電池モジュール 3 0 の大 きさ等に応 じて適宜決定される

ものである。

基板 1 0 は、例えば、一辺の長さが 1 m を超える四角形状 または矩形状で

ある。

[0022] 基板 1 0 の表面 1 0 a に裏面電極 3 2 と光電変換層 3 4 とバ ッファ層 3 6

と透明電極 3 8 とが順次積層されてお り、太陽電池セル 4 0 は、裏面電極 3

2 、光電変換層 3 4 、バ ッファ層 3 6 および透明電極 3 8 により構成 される

[0023] 裏面電極 3 2 は、例えば、基板 1 0 の長手方向 L に、所定の間隔に複数設

けられた第 1 の分離溝 P 1 により、隣 り合 う裏面電極 3 と互いに分離 され

ている。なお、第 1 の分離溝 P の幅は、例えば、 5 O mである。

光電変換層 3 4 は、第 1 の分離溝 P を埋めつつ裏面電極 3 2 の上に形成

されている。 この光電変換層 3 4 の表面にバ ッファ層 3 6 が形成 されている

。バ ッファ層 3 6 および光電変換層 3 4 を貫 き裏面電極 3 4 の表面に達する

第 2 の分割溝 P 2 が、第 1 の分離溝 P とは異なる位置に形成 されている。

このバ ッファ層 3 6 上 に、第 2 の分割溝 P 2 を埋めるように して透明電極 3



8 が形成されている。なお、第 2 の分離溝 P 2 の幅は、例えば、 5 0 mで

ある。

[0024] 透明電極 3 8 、バッファ層 3 6 および光電変換層 3 4 を貫き裏面電極 3 2

の表面に達する第 3 の分離溝 P 3 が、第 1 の分離溝 P および第 2 の分割溝

P 2 とは異なる位置に形成されている。この第 3 の分離溝 P 3 により、複数

の太陽電池セル 4 0 が形成される。なお、第 3 の分離溝 P 3 の幅は、例えば

、 5 0 mである。

[0025] 太陽電池セル 4 0 において、裏面電極 3 2 および透明電極 3 8 は、いずれ

も光電変換層 3 4 で発生 した電流を取り出すためのものである。裏面電極 3

2 および透明電極 3 8 は、いずれも導電性材料からなる。光入射側の透明電

極 3 8 は透光性を有する必要がある。

[0026] 裏面電極 3 2 は、例えば、M o 、 C r 、またはW、およびこれらを組合わ

せたものにより構成される。この裏面電極 3 2 は、単層構造でもよいし、 2

層構造等の積層構造でもよい。裏面電極 3 2 は、M o で構成することが好ま

しい。

また、裏面電極 3 2 の形成方法は、特に制限されるものではなく、例えば

、電子ビーム蒸着法、およびスパッタ法等の気相成膜法により形成すること

ができる。

[0027] 裏面電極 3 2 は、一般的に厚さが 8 0 0 n m程度であるが、裏面電極 3 2

は、厚さが4 0 0 n m~ 1 O O O n m ( 1 m ) であることが好ましい。こ

のように裏面電極 3 2 の膜厚を一般的なものよりも薄 くすることにより、裏

面電極 3 2 の材料費を削減でき、さらには裏面電極 3 2 の形成速度も速 くす

ることができる。

[0028] 光電変換層 3 4 は、透明電極 3 8 およびバッファ層 3 6 を通過 して到達 し

た光を吸収 して電流が発生する層であり、光電変換機能を有する。

光吸収層 3 4 は、例えば、C I G S 膜で構成されており、C I G S 膜は力

ルコパイライ 卜結晶構造を有する半導体からなる。C I G S 膜の組成は、例

えば、C u ( I n _ G a ) S e 2 ( C I G S ) である。



[0029] C I G S 膜の形成方法 と しては、 1 ) 多源蒸着法、 2 ) セ レン化法、 3 )

スパ ッタ法、 4 ) ハイブ リッ ドスパ ッタ法、および 5 ) メカノケミカル プロ

セス法等が知 られている。

その他のC I G S の成膜法 と しては、スク リーン印刷法、近接昇華法、 M

O C V D 法、およびスプレー法 （ウエッ ト成膜法）等が挙げられる。例えば

、スク リーン印刷法 （ウエッ ト成膜法）またはスプレー法 （ウエッ ト成膜法

) 等で、 l b 族元素、 Ill b 族元素、およびVI b 族元素を含む微粒子膜 を基板

上に形成 し、熱分解処理 （この際、VI b 族元素雰囲気での熱分解処理でもよ

し、）を実施する等により、所望の組成の結晶を得 ることができる （特開平 9

- 7 4 0 6 5 号公報、特開平 9 _ 7 4 2 3 号公報等）。

このような成膜方法は、基板上でC I G S を形成する際にいずれも 5 0 0

°C以上であれば、良好な光電変換効率 を示すが、 口一ルツ一口一ル方式での

製造を考慮すると、 プロセス時間が短い多源蒸着法が好ま しい。 とりわけ、

バイ レイヤ一法が好適である。

[0030] バ ッファ層 3 6 は、透明電極 3 8 の形成時の光電変換層 3 4 を保護するこ

と、透明電極 3 8 に入射 した光を光電変換層 3 4 まで透過させるために形成

されたものである。

バ ッファ層 3 6 は、例えば、 C d S 、 Z n ( 0 、 S 、 O H ) 、 または I n

( S 、 O H ) 等の少な くとも I I b 族元素および V I b 族元素を含む化合物

により構成 される。 このバ ッファ層 3 6 は、光電変換層 3 4 とともに p n 接

合層を構成する。

バ ッファ層 3 6 は、その厚 さが、 2 0 ~ 1 0 0 n m であることが好ま しい

。 また、 このバ ッファ層 3 6 は、例えば、 C B D (ケ ミカルバスデポジシ ョ

ン）法により形成 される。

[0031 ] 透明電極 3 8 は、例えば、 A し B 、 G a 、 も しくは I n 等が ド一プされ

た Z n O、 または I T O (インジウム錫酸化物）により構成 される。 この透

明電極 3 8 は、単層構造でもよい し、 2 層構造等の積層構造でもよい。 また

、透明電極 3 8 の厚 さは、特 に制限されるものではな く、 0 . 3 ~ l m が



好ましい。

また、透明電極 3 8 の形成方法は、特に制限されるものではなく、電子ビ

—厶蒸着法、スパッタ法等の気相成膜法により形成することができる。

[0032] 図 1 に示すように、右側の端の裏面電極 3 2 上に第 1 の導電部材 4 が接

続されている。この第 1 の導電部材 4 2 は、後述する負極からの出力を外部

に取り出すためのものである。本来、右側の端の裏面電極 3 2 上には太陽電

池セル 4 0 が形成されるが、例えば、 レーザ一スクライプまたはメカニカル

スクライプにより、太陽電池セル 4 0 を取り除いて、裏面電極 3 2 を表出さ

せている。

[0033] 第 1 の導電部材 4 2 は、例えば、細長い帯状の部材であり、基板 1 0 の幅

方向に略直線状に伸びて、右端の裏面電極 3 2 上に接続されている。また、

図 1 に示すように、第 1 の導電部材 4 は、例えば、銅 リボン4 2 a がィン

ジゥ厶銅合金の被覆材 4 2 b で被覆されたものである。この第 1 の導電部材

4 は、例えば、超音波半田により裏面電極 3 2 に接続される。

[0034] この第 2 の導電部材 4 4 は、後述する正極からの出力を外部に取り出すた

めのものである。第 2 の導電部材 4 4 も、第 1 の導電部材 4 2 と同様に細長

い帯状の部材であり、基板 1 0 の幅方向に略直線状に伸びて、左端の裏面電

極 3 2 に接続されている。本来、左端の裏面電極 3 2 上には太陽電池セル 4

0 が形成されるが、例えば、メカニカルスクライプにより、太陽電池セル 4

0 を取り除いて、裏面電極 3 2 を表出させている。

[0035] 第 2 の導電部材 4 4 は、第 1 の導電部材 4 2 と同様の構成のものであり、

例えば、銅 リボン4 4 a がィンジゥ厶銅合金の被覆材 4 4 b で被覆されたも

のである。

第 1 の導電部材 4 2 と第 2 の導電部材 4 4 とは、錫メツキ銅 リボンでもよ

し、。また、第 1 の導電部材 4 2 および第 2 の導電部材 4 4 、それぞれの接続

も超音波半田に限定されるものではなく、例えば、導電性接着剤、導電性テ

—プを用いて接続 してもよい。

[0036] 太陽電池モジュール 3 0 では、太陽電池セル 4 0 に、透明電極 3 8 側から



光が入射されると、この光が透明電極 3 8 およびバッファ層 3 6 を通過 し、

光電変換層 3 4 で起電力が発生 し、例えば、透明電極 3 8 から裏面電極 3 2

に向かう電流が発生する。なお、図 1 に示す矢印は、電流の向きを示すもの

であり、電子の移動方向は、電流の向きとは逆になる。このため、太陽電池

セル 4 0 では、図 1 中、左端の裏面電極 3 2 が正極 （プラス極）になり、右

端の裏面電極 3 2 が負極 （マイナス極）になる。

[0037] 本実施形態において、太陽電池モジュール 3 0 で発生 した電力を、第 1 の

導電部材 4 と第 2 の導電部材 4 4 から、太陽電池モジュール 3 0 の外部に

取り出すことができる。

なお、本実施形態において、第 1 の導電部材 4 2 が負極であり、第 2 の導

電部材 4 4 が正極である。また、第 1 の導電部材 4 と第 2 の導電部材 4 4

とは極性が逆であってもよく、太陽電池セル 4 0 の構成、太陽電池モジュ一

ル 3 0 構成等に応 じて適宜変わるものである。

[0038] 次に、本実施形態のスクライプ方法について、具体的には、図 2 ( a ) 〜

( g ) に示す太陽電池モジュール 3 0 の製造方法を例にして説明する。なお

、本実施形態のスクライプ方法では、後に詳細に説明するが、例えば、単結

晶ダイヤモン ドの刃先が用いられる。

まず、図 2 ( a ) に示すように、絶縁性基板 1 0 の表面に、導電膜 1 2 と

して、例えば、モリプデン （M o ) 膜を形成する。

次に、図 2 ( b ) に示すように、導電膜 1 2 に、例えば、 レーザ一スクラ

イブにより第 1 の分離溝 P を形成 して、互いに分離された裏面電極 3 2 を

形成する。

次に、図 2 ( c ) に示すように、第 1 の分離溝 P 1 および裏面電極 3 2 を

覆うように、光電変換層 3 4 となるC I G S 膜 1 4 を、例えば、上述のC I

G S 膜のいずれかの方法で形成する。

[0039] 次に、図 2 ( d ) に示すように、この光電変換層 3 4 上に、バッファ層 3

6 となるC d S 膜 1 6 を、例えば、C B D (ケミカルバスデポジション）法

で形成する。



次 に、 以 下 に詳 細 に説 明 す る本 実施 形 態 の ス クライ プ方 法 を用 いて、 第 1

の分離 溝 P とは異 な る位 置 に、 C d S 膜 1 6 か らC I G S 膜 1 4 を経 て裏

面 電極 3 2 の表 面 に達 す る第 2 の分 割溝 P 2 ( 図 2 ( e ) 参 照 ） を形 成 し、

図 2 ( e ) に示 す よ うに光 電変換 層 3 4 お よびバ ッフ ァ層 3 6 を形 成 す る。

[0040] 次 に、 図 2 ( f ) に示 す よ うに、 透 明電極 3 8 とな る、 A I が ド一 プされ

た Z n O ( Z n O : A I ) 膜 1 8 (以 下、 単 に Z n 0 膜 1 8 とい う） を、 例

え ば、 スパ ッタ法 でバ ッフ ァ層 3 6 上 に第 2 の分 割溝 P 2 を埋 め る よ うに し

て形 成 す る。

次 に、 本 実施 形 態 の ス クライ プ方 法 を用 いて、 第 1 の分離 溝 P 1 お よび 第

2 の分 割溝 P 2 とは異 な る位 置 に、 Z n O l 8 、 〇 3 膜 1 6 お よび C I

G S 膜 1 4 を経 て裏 面 電極 3 2 の表 面 に達 す る第 3 の分 割溝 P 3 ( 図 2 ( g

) 参 照 ） を形 成 す る。 これ に よ り、 図 2 ( g ) に示 す よ うに、 透 明電極 3 8

が形 成 され る と とも に、 基板 1 0 の長手 方 向 L に直列接 続 され た複 数 の太 陽

電池 セル 4 0 が形 成 され る。 この よ うに して、 太 陽 電池 モ ジ ュール 3 0 が形

成 され る。

[0041 ] 上 述 の よ うに第 2 の分 割溝 P 2 お よび 第 3 の分 割溝 P 3 は、 本 実施 形 態 の

ス クライ プ方 法 に よ り形 成 され る。 以 下、 本 実施 形 態 の ス クライ プ方 法 につ

いて説 明 す る。

ス クライ プ方 法 には、 図 3 ( a ) に示 す よ うに、 等 幅 の 刃先 5 0 の先端 部

5 0 a に面 取部 5 2 が形 成 され た もの が用 い られ る。 本 発 明 で は、 刃先 5 0

に面 取部 5 2 が形 成 され た状 態 を新 刃 とい う。 一方、 従 来 で は、 図 1 0 ( a

) に示 す よ うに、 面 取部 5 2 が形 成 され て いな い状 態 を新 刃 と して い る。

また、 本 発 明 の ス クライ プ方 法 にお け る被 加 工物 とは、 太 陽 電池 モ ジ ュ一

ル 3 0 の裏 面 電極 3 2 よ りも上 層 にあ る全 て の もの で あ る。 この ため、 被 加

ェ物 と して は、 例 え ば、 光 電変換 層 3 4 ( C I G S 膜 1 4 ) 、 ノくッフ ァ層 3

6 ( 〇 3 膜 1 6 ) 、 お よび透 明電極 3 8 ( Z n O l 8 ) で あ る。 これ以

外 に も、 透 明電極 3 8 上 に反 射 防止層 等 が形 成 され て いれ ば、 その反 射 防止

層 等 も被 加 工物 に含 まれ る。



[0042] 面取部 5 は、例えば、刃先 5 0 の先端部 5 0 a の端面 5 0 b の一部に面

取り加工を施 して、予め形成されたものである。これ以外にも、太陽電池モ

ジユール 3 0 を形成するための第 2 の分割溝 P 2 、第 3 の分割溝 P 3 を形成

する前に、刃先 5 0 の端面 5 O b を、エージングのための被削材に規定角度

(角度 ) で押 し当てて、規定角度 （角度 ) を保った状態で刃先 5 0 を移

動させて、刃先 5 0 の端面 5 0 b の一部を面取りして面取部 5 2 を形成 して

もよい。

[0043] 上述のように、従来の刃先 1 3 0 を用いた場合、刃先 1 3 0 のエッジ部分

3 4 は初期磨耗が著 しくスリツプが発生 してスクライプ溝の形成不良が発

生する。これについて、本発明者等が鋭意検討 した結果、図4 ( a ) に示す

刃先の初期摩耗量とスクライプ距離との関係のように、刃先の摩耗量はスク

ラィプ距離に比例するのではなく、ある程度摩耗が進行すると、それ以上、

摩耗が進行 しないことを見出した。また、図4 ( b ) に示すように、刃先面

積についても摩耗量と同様に、ある程度のスクライプ距離になると刃先面積

が増大 しないことを見出した。さらには、図4 ( c ) に示すように、刃先荷

重についても摩耗量と同様に、ある程度のスクライプ距離になると刃先荷重

が低下 しないことを見出した。以上のように、刃先の摩耗が進行 しない摩耗

量が存在するという知見に基づいて、本発明では、予め刃先 5 0 に面取部 5

2 を形成 したものを新刃とし、このような形態の刃先をスクライプに用いる

なお、図4 ( a ) に示す刃先の初期摩耗量とスクライプ距離との関係、 （

b ) に示す刃先面積とスクライプ距離との関係、 （c ) に示す刃先荷重とス

クライプ距離との関係は、いずれも、刃先に単結晶ダイヤモン ドを使用 して

得 られた結果である。

[0044] ここで、図4 ( a ) に示す初期摩耗量とは、図 5 に示すように、刃先 5 0

をスクライプ時の角度 にした状態において、刃先 5 0 の端面 5 0 b に形成

された面取部 5 2 の被加工物 B の表面 B s と平行な方向における長さのこと

である。図 5 に示す符号 5 6 は、面取りされた部分を示す。図4 ( a ) に示



す初期摩耗量と、面取部 5 2 の面取り量 とは同 じである。

また、スクライプ時の角度 (規定角度）は、刃先 5 0 の中心線C と被加

ェ物 B の表面とのなす角度のことである。この角度 は 6 0 ° 以上 9 0 ° 未

満であることが好ましい。

[0045] 図 4 ( a ) に示すように、初期磨耗による変化量が横ばいとなり、それ以

上磨耗 しない点が 6 m になっている。磨耗が進行 しない点の値以上、例え

ば、 1 0 mの面取りを事前に施すことで、それ以上の磨耗による変化がな

く、初期から長期に渡 り荷重を変化させることなく使い続けることができる

ようになる。 しか しながら、磨耗が進行 しない点以下であっても、摩耗の進

行の程度が小さいところがある。図4 ( a ) では、 5 mが、その摩耗の進

行が小さい点である。

また、グラフの磨耗量が横ばいになる点が、刃先の幅と素材により異なり

、それぞれの特性を活か した最適な設定値を決めれば良い。但 し、磨耗値よ

り大幅に面取り量を増やすと高荷重設定となるので、面取り量 の上限値は

初期磨耗量プラス数 m程度が良い。

[0046] そこで、面取部 5 2 の面取り量 は、例えば、 5 m ~ 5 0 mであり、

好ましくは、 1 0 m ~ 5 0 mである。この場合、刃先 5 0 の荷重は、 0

. N 2 . 0 N であることが好ましい。

面取り量 が 5 m未満では、面取部 5 の摩耗が進行 し、スクライプが

不安定になることがある。一方、面取り量 が 5 0 m を超えると、面圧が

低下 し、スクライプ時にスリップが起こりやすくなる。

刃先 5 0 の荷重が 0 . 1 N未満では、被加工物への押圧力が小さく切削 し

にくく、溝を形成 しに くし、。 一方、刃先 5 0 の荷重が 2 . O N を超えると、

高荷重となり裏面電極 3 2 に傷をつける虞がある。

[0047] なお、面取り量 は、刃先 5 0 の幅、刃先 5 0 の材質によっても異なる。

刃先 5 0 は、例えば、単結晶ダイヤモン ドで構成されるが、これ以外にも、

多結晶ダイヤモン ド、サフアイャ、セラミックスまたは超鋼等で構成される

。また、刃先 5 0 (面取部 5 2 ) の幅は形成する溝の幅に応 じて適宜設定さ



れるものである。

[0048] 刃先 5 0 は、図 6 に示すような保持具 5 8 に保持される。保持具 5 8 は、

図示はしないがスクライプ方向D s に刃先 5 0 を移動させる移動機構に取り

付けられる。この移動機構は、刃先 5 0 を被加工物に押 しつける力、すなわ

ち、刃先 5 0 による荷重を制御する機能を有する。また、移動機構は、揺動

機構を備えており、刃先 5 0 の角度を任意の角度にすることができる。

なお、移動機構としては、太陽電池の製造をするためのスクライプに利用

される公知の移動機構を用いることができる。

[0049] 第 2 の分割溝 P 2 および第 3 の分割溝 P 3 は、長手方向 L に所定の間隔を

あけて形成されるものである。基板 1 0 は、その長手方向 L に移動させる基

板搬送機構により、長手方向 L に移動されて、第 2 の分割溝 P 2 または第 3

の分割溝 P 3 の形成位置と刃先 5 0 との位置を合わせて、移動機構により、

刃先 5 0 をスクライプ方向D s に移動させて第 2 の分割溝 P 2 および第 3 の

分割溝 P 3 を形成する。なお、スクライプ方向D s は、基板 1 0 の幅方向W

と平行である。なお、第 2 の分割溝 P 2 、第 3 の分割溝 P 3 は、一列ずつ形

成 してもよく、刃を複数列配置 して複数列ずつ形成 してもよい。

[0050] 本実施形態において、例えば、第 2 の分割溝 P 2 を形成する場合、図 6 に

示すように、移動機構 （図示せず）により、刃先 5 0 を角度 にし、バッフ

ァ層 3 6 となるC d S 膜 1 6 の表面 1 6 a の第 2 の分割溝 P 2 形成領域に面

取部 5 2 を押 しつけて、面取部 5 2 が光電変換層 3 4 となるC I G S 膜 1 4

を経て裏面電極 3 2 の表面に達する迄切 り込み、刃先 5 0 をスクライプ方向

D s 、すなわち、幅方向Wに移動させて、第 2 の分割溝 P 2 を形成する （ス

クライブ工程）。

第 3 の分割溝 P 3 を形成する場合にも、第 2 の分割溝 P 2 と同様に移動機

構 （図示せず）により、透明電極 3 8 となるZ n 0 膜 1 8 の表面の第 3 の分

割溝 P 3 形成領域に面取部 5 2 を押 しつけて、面取部 5 2 が、バッファ層 3

6 となるC d S 膜 1 6 および光電変換層 3 4 となるC I G S 膜 1 4 を経て裏

面電極 3 2 の表面に達する迄切 り込み、刃先 5 0 をスクライプ方向D s 、す



なわち、幅方向W に移動させて、第 3 の分割溝 P 3 を形成する （スクライプ

工程）。

[0051 ] 本実施形態においては、面取部 5 2 が形成 された刃先 5 0 を用いてスクラ

イブ した場合には、従来の新刃でスクライプ したように、正常なスクライプ

が可能であ り、図 1 1 ( a ) に示す正常なスクライプ領域 1 4 0 が得 られ、

ス リップ等がない高い品質の第 2 の分離溝 P 2 および第 3 の分離溝 P 3 を形

成することができる。

また、刃先 5 0 の面取部 5 2 の摩耗が抑制 されるため、図 1 1 ( c ) に示

すス リップ領域 1 4 4 の発生も抑制 される。 このようなことか ら、新刃の取

り付け初期か ら長期間に亘 り安定 したスクライプが可能 とな り、ス リップ等

がない高い品質の第 2 の分離溝 P 2 および第 3 の分離溝 P 3 を、太陽電池モ

ジュール 3 0 の全体に亘 り安定 して形成することができる。特 に、太陽電池

モジュール 3 0 が大型化すると、第 2 の分離溝 P 2 および第 3 の分離溝 P 3

の総距離が長 くなることか ら、本実施形態のスクライプ方法は有効である。

[0052] また、本実施形態においては、単に、バ ッファ層 3 6 ( C d S 膜 1 6 ) お

よび透明電極 3 8 ( Z n O l 8 ) 等の被加工物 B に押 しつけて、スクライ

プ方向 D s に移動させて、スクライプする方法に限定されるものではない。

移動機構 （図示せず）により、例えば、図 3 ( b ) に示すように、刃先 5 0

をスクライプ時の角度 よりも、例えば、 5 ° ~ 1 0 ° 、スクライプ方向 D

s 側 に傾 けた角度 の状態で、刃先 5 0 の端部 5 4 を被加工物 Β のスクライ

プ開始点に押 しつける。 これにより、図 7 ( a ) に示すように被加工物 B の

一部 を剥離 させて剥離部 6 0 を形成する （切込形成工程）。 この剥離部 6 0

は、初期切 り込みである。

[0053] その後、移動機構 （図示せず）により、一旦、刃先 5 0 を被加工物 B か ら

離 して、図 3 ( a ) に示すように、スクライプ時の角度 に刃先 5 0 を設定

し、被加工物 B の表面に面取部 5 2 を押 しつけて、刃先 5 0 をスクライプ方

向 D s に移動させる （スクライプ工程）。 これにより、図 7 ( b ) に示すよ

うに、剥離部 6 0 (初期切 り込み）に続いてスクライプ溝 6 が形成 される



。このようにして、スクライプ溝 6 2 と同様に、第2 の分離溝 P 2 および第

3 の分離溝 P 3 を形成することができる。

この場合、スクライプ開始点に剥離部 6 0 を形成することにより、初期切

り込みが形成されており、刃先 5 0 の食い付きが良くなり、切り込みに要す

る大きな荷重が不要となる。これにより、面取部 5 2 を接触させてスクライ

プする際の被加工物 Bへの押圧力を小さくできる。よって、低荷重でスクラ

イブが可能となり、刃先の面取部 5 2 の摩耗を抑制でき、かつ刃先 5 0 の欠

け等の損傷も抑制することができ、ひいては、刃先 5 0 の工具寿命を長くす

ることができる。

[0054] なお、剥離部 6 0 (初期切り込み）を形成する際に、刃先 5 0 をスクライ

プ時の角度 よりも、例えば、 5 ° ~ 1 0 ° 傾けるが、この角度は、端部 5

4 を被加工物 B に押 しつけることができれば、特に限定されるものでない。

面取部 5 の形態に応じて適宜変えることができる。

[0055] また、刃先の形状は、例えば、図3 ( a ) に示すような幅が一定のものに

限定されるものではない。例えば、図8 ( a ) に示すような端部が細くなつ

たテ一パ状の刃先であってもよく、この場合でも、図3 ( a ) に示す刃先 5

0 と同様の効果を得ることができる。

刃先 7 0 は、刃先 5 0 と同様に、先端部 7 0 a の端部 7 0 b に面取部 7 2

が形成されている。この面取部 7 2 は、刃先 5 0 に面取部 5 2 と同様の構成

であるため、その詳細な説明は省略する。また、スクライプ時の角度 も刃

先 5 0 と同様であるため、その詳細な説明は省略する。

このようなテ一パ状の刃先 7 0 であっても、図8 ( b ) に示すように、刃

先 7 0 の端部 7 4 を被加工物 Bのスクライプ開始点に押 しつけ、スクライプ

開始点に剥離部 6 0 を形成することができる。なお、刃先の形状は、等幅の

ものおよびテ一パ状のもの以外にも、太陽電池の分離溝の形成に用いられる

ものを適宜利用することができる。

[0056] 本発明は、基本的に以上のように構成されるものである。以上、本発明の

スクライプ方法について詳細に説明したが、本発明は上記実施形態に限定さ



れず、本発明の主旨を逸脱 しない範囲において、種 々の改良または変更を し

てもよいのはもち ろんである。

符号の説明

0 絶縁性基板 （基板 )

4 C I G S 膜

6 C d S 膜

8 Z n 0 ( Z n 0 ：A I ) 膜 （Z n 0 膜 )

3 0 太陽電池 モ ジ ュー ル

3 2

3 4

3 6 パ' ッファ層

3 8 透明電極

4 0 太陽電池セ ル

4 2 第 1 の導電部材

4 4 第 2 の導電部材

5 0 . 7 0 刃先

5 2 . 7 面取部

P 第 1 の分離溝

P 2 第 2 の分離溝

P 3 第 3 の分離溝



請求の範囲

被加工物 に刃先 を規定角度で押 し当てて、前記規定角度 を保 った状

態で前記刃先 を所定のスクライプ方向に移動 させて被加工物 に溝 を形

成するスクライプ工程 を有 し、

前記刃先の先端部 は、予めエージングするか、 または面取 り加工 を

施す ことによ り面取 りされていることを特徴 とするスクライプ方法。

前記スクライプ工程の前 に、前記刃先 を用いて前記被加工物の溝形

成開始位置 に切 り込みを形成する切込形成工程 を有 し、

前記切 り込みを形成 した後、前記刃先 を前記被加工物か ら離間させ

た後、前記スクライプ工程 に移行する請求項 1 に記載のスクライプ方

法。

前記切込形成工程 は、前記スクライプ工程での前記刃先の角度 よ り

も前記スクライプ方向側 に傾 けて前記溝形成開始位置 に切 り込みを形

成する請求項 2 に記載のスクライプ方法。

前記刃先の先端部の面取 り量は、 5 m ~ 5 O m である請求項 1

~ 3 のいずれか 1 項 に記載のスクライプ方法。

前記スクライプ工程での前記刃先の角度 は、 6 0 ° 以上 9 0 ° 未満

である請求項 1 ~ 4 のいずれか 1 項 に記載のスクライプ方法。

前記切込形成工程 において前記刃先 を前記スクライプ方向側 に傾 け

る角度 は、 5 ° ~ 1 0 ° である請求項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記載の

スクライプ方法。
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